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1.はじめに
環境経営を掲げる企業が増えている。環境経営とは、「環境の視点を企業活動の隅々にまで浸透さ
せた経営J[岡部編 (2004)、5ページ]のことである。環境経営を行う企業であっても、収益性の視
点を無視することはない。企業は環境保全のためにのみ存在しているわけで、はないからである O 環境
保全活動のために追加的なコスト負担があれば、それは企業の収益性を損なう可能性もある。
環境経営を実行するために、環境保全活動システムと経済活動システムを有機的に統合するための
手段が環境管理会計であるという[岡部編 (2004)、アページ]。つまり、環境経営を行う企業が環境
保全と収益性を両立させる意思決定(環境経営意思決定)に役立つ情報を提供する仕組みが環境管理
会計である。
環境管理会計手法として実務での実践例が増えているマテリアルフローコスト会計は、製造プロセ
スを対象として、廃棄物に関する物量情報を把揮し、その削減を通じてコスト削減を果たすことによ
り、現時点の収益性と環境保全活動とを両立させていると考えることができる。一方で、製品ならび
に製品ライフサイクルを対象とした環境管理会計手法lとしては環境ライフサイクル・コステイング
本綾営学部准教授
l 製品を対象とした環境管理会計手法として、園部編 (204)では、ライフサイクル・コステイングのほかにも環境
配慮型原価企画システムを取り上げている[園都編 (204)、11ペー ジ]。
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を挙げることができる。しかしながら、環境管理会計手法である環境ライフサイグル・コステイング
は、実務における適用例がなかなか見出されない。
環境ライフサイクル・コステイングが企業で活用されていないのは、実務での適用において何らか
の問題が隠れているからであると考えられる。環境ライフサイクル・コスティングがより多くの企業
で活用されるためには、環境ライフサイクル・コステイングの適用における問題点を整理し、その解
決法を検討していくことが必要である。そこで本稿では、環境ライフサイクル・コスティングの実務
での適用を阻害している要因を明らかにし、解決策を考えていくことにする。
このために、まず第2節では、環境管理会計手法としての環境ライフサイクル・コステイングを整
理する。つづく第3節では、環境ライフサイクル・コストの測定手法を明確にし、第4節では環境ラ
イフサイクル・コステイングの実務における適用の問題点を指摘し、その解決法について検討してい
くことにする。そして、第5節において本稿をまとめ、今後の課題を明らかにしていく。
2.環境ライフサイクル・コステイング
本節では、環境管理会計手法としてのライフサイクル・コステイングについて定義や目的、その意
義について確認していくことにする。そのさいには、古くから行われているライフサイクル・コステイ
ングとの違いも整理することにする。
ライフサイクJレ・コスティングは、製品のゆりかごから墓場までといわれるように、製品の全ライ
フサイクルを対象として、そのコストを把握しようとするものである。この考え方は、近年の持続的
発展や環境に配慮したライフサイクル思考などが表れる前から存在する。まず、管理会計領域で古く
から取り扱われているライフサイクル・コステイングについて確認していく。
ライフサイクル・コステイングは、アメリカ連邦政府の調達に関連した紛争にたいするアメリカ会
計検査院による判決にその起源があるといわれている[岡野 (2003)、10ページ]。航空機や戦車など
の高額な軍事設備を調達するさいに、購入価格によってのみ決めるのではなく、運営費や維持費、さ
らには廃棄費用までを含めた設備のライフサイクル全体でかかるコストの総額に基づいて、設備の調
達意思決定がなされるべきであるとの考え方をもとに、アメリカ国防総省によって1960年代にはじめ
て用いられたものである[岡野 (2003)、28ペー ジ]。
このようなライフサイクル・コステイングでは、購入者が調達コストだけではなく、その後の使用
期間や廃棄時におけるコストも含めてより経済的な調達の意思決定を下すことになる。設備の調達の
ための意思決定目的から発展しているライフサイクル・コステイングは、製品を購入する側、すなわ
ち製品の利用者の視点からなされるコスト計算となる。しかし、 Fabryckyand Blanchard (191)が
明らかにしているように、ライフサイクル・コストは製品の開発時点でその大半が決定する[Fabrycky
and Blanchard (1991) ，p .12J。このことは、設備などを購入する側だけではなしこれらを製造する
側にも市場競争力を高めるためにはライフサイクル・コストを最小化するような製品設計をしなけれ
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ばならないという新しい課題を提起する O つまり、設備を製造する者がその製品を企画開発する段階
から販売後のコストを下げるような製品づくりを求めるようになると考えられるのである 2 [Dhillon 
(1989) ，p.36J。
設備等の調達意思決定(あるいは設備投資意思決定)のためのライフサイクル・コスティングは、
管理会計手法の lっとして考えられている 3。管理会計は、企業の経営意思決定において主として利
益を追求するための情報システムである。そのため、管理会計において新しい手法を提唱するさいに
は、その手法が利投最大化か費用最小化に貢献するような規範モデルとして提唱することが求められ
る4[片岡 (2011)、スライド37J。管理会計手法としてのライフサイクル・コステイングは、設備の維
持・使用コストや廃棄コストといった費用を最小化し、その結果として利益の最大化をはかるために
設備の調達意思決定や投資意思決定のために用いられる。そこには、環境保全という視点はみられな
い。設備を購入し使用する側にとって、もっとも経済的な意思決定をするために考えだされた手法で
ある 50
このようなライフサイクル・コステイングにたいして、「ライフサイクル・コステイングの蚕献がもっ
とも期待されるのは環境コストの管理J[伊藤 (193)、18ページ]であると指摘したのは伊藤 (193)
である。伊藤 (193)では、それまで環境の視点については考えられてこなかったライフサイクル・
コステイングにたいして、環境の視点からの貢献可能性を提唱した。環境保全にたいする企業側の取
り組みといった観点から検討されるライフサイクル・コスティング(以下では、環境の視点を考慮し
ないライフサイクル・ゴステイングと区別するために環境ライフサイクル・ゴステイングという)に
ついて次に取り上げるととにする。
伊藤(193)では、環境コストを管理するための1つの手法として環境ライフ什イクル・コスティ
ングを挙げている。資源のリサイクルや省エネルギー化を進めるために企業が追加的なコストを負担
したり、産業廃棄物の処理などに関連するコストを企業が負担したりする必要は必ずしもないと考え
られてきた。しかし、環境問題の深刻化とそれへの対応が企業に求められるようになったことにより、
そうした環境コストについても徐々に「経営のコストに組み入れることJ[伊藤 (193)、18ページ]
が必要になってきたと伊藤 (193)は指摘する 6[伊藤 (193)、18ページ]。このことは、製品の販売
2 このような考え方は、原価企聞における目標原価はライゥサイクル・コストが望ましいという考え方と同じであろ
つ。
3 わが国においては、アメリカ国防総省のライフサイクル・コステイングを調査している岡野 (2003)の研究、企業の
経営戦略のlつとしてライフサイクル・コステイングを位置付けた江頭 (2008)の研究、政策形成のためのライフサイ
クル・コスティングを取り上げている矢浮 (2010)の研究、イギリスにおけるライフサイクル・コステイングの歴史的
な展開を明らかにした中島 (2011)の研究がある。
4 これは規範モデルとして応用理論を展開した場合である。
5 このような設備の調迷治、思決定におけるライフサイクル・コスティングにおいても、近年では環境の視点を取り入
れた環境配慮型設備投資の視点からなされる山根ほか (2013)のような研究も行われるようになってきている。
6 しかしながら、伊藤(1993)でも、すべての環境コストを対象として管理することはできないととから、「その対象
となる範囲は、自社の製品やその製品を生み出す生産フ。ロセスが大きく関与するとみられるコストのみJ[伊藤(1993)、
19ペー ジ]と述べている。
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までにかかるコストを計算し、そのコストを51き下げ、利益の最大化を図ることが企業では重視され
てきたが、製品販売後に使用者側で生じる使用コストや廃棄コストなどだけではなく、環境に及ぼす
影響などを低減するために必要な追加的なコスト負担も企業側に求められるようになってきたという
ことである。こうしたことから伊藤 (193)では、「製品がたどる会生涯にわたって発生するすべての
コストを測定し、企業の持続可能な成長にとって必要な戦略の策定を支援するために、当該コストの
効果的な低減を図っていくライフサイクル・コスト・マネジメントの中心的な手法J[伊藤(193)、
23ページ]として環境ライフサイクル・コステイングを位置付けている。また、環境ライフサイクル・
コステイングは、管理会計的な視点から環境監査をサボ}トしうるとも述べている[伊藤 (19③)、 23
ベ}ジ]。
ライフサイクル・コステイングを設備の調達意思決定の視点からではなく、環境の視点から捉えな
おしたことは伊藤 (193)の研究の意義である。そして、管理会計的なスタンスからなされる研究に
ついても、「環境管理会計あるいはエコ管理会計といった新しい領域の形成へとつながっていくこと
になるかもしれないJ[伊藤 (193)、5ページ]と指摘している。
伊藤 (193)が指摘した環境管理会計は、その後、 1999年に経済産業省が実施した環境管理会計手
法の調査研究プロジェクトで検討され、その成果として2002年に経済産業省から『環境管理会計手法
ワークブックJが発表されている。そして、その研究は園部編 (2004)へと引き継がれている。
環境管理会計が必要とされる理由は、「企業の目的は環境保全ではなく、営利性の追求J[園部編
(2004)、7ページ]にあり、そのなかで企業の環境保全活動と経済活動とを連結させる媒介手段が不
可欠となるからであるとされている。つまり、環境管理会計は、企業の環境保全活動と収益性を同時
に追求する環境経営に欠かせない環境経営意思決定に有用な情報を提供する枠組みとして提唱されて
いるのである 7。
環境保全に積極的に取り組んでいる企業であっても、その目標を達成するために、収益性を無視す
ることはない。自ら設定した環境目標の達成に向けた努力をしながらも、必要なレベルの収益性を同
時に達成できるように環境経営意，思決定を行っていく。したがって、環境保全に自主的に取り組んで
いる企業では、たとえば環境目標の達成に関連したco2の排出量などの物量的な情報と、それに関連
したコストなどの経済的な情報を提供できる仕組み、すなわち環境管理会計手法が必要になると考え
られるのである。そしてそのような手法の lっとして環境ライフサイクル・コステイングが挙げられ
るのである。
環境管理会計の手法として環境ライフサイクル・コステイングを取り上げたのは経済産業省 (2002)
および園部編 (2004)である。園部編 (2004)では、環境管理会計手法としてのライフサイクル・コ
ステイングは「既存の原価計算システムに環境の要素を付加しただけではなく、独自のデータベ}ス
7 岡部 (2010)では、既存の会計システムで対応できる意思決定問題を対象とするのであれば、新たに環境管理会計と
いう枠組みを設ける必要はないと述べている[園都 (2010)、47ページ]。環境管理会計ならびに環境管理会計手法に
ついては、長野 (201)において詳しく説明している[長野 (201)、126-128ペー ジ]。
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を有する包括的な手法J[園部編 (2004)、3ページ]であると述べている。そして、製品の環境影響
評価指標であるライフサイクル・アセスメント (μたCycleAssessment ;以下ではLCAという)と統
合されることによって、環境経営意思決定におけるその有用性が増すと主張している 80
また、環境管理会計を扱った園部 (2011)においても、その手法の1っとして環境ライフサイクル・
コステイングを取り上げている[園部 (2011)、224-226ペ』ジ]。さらにそのなかで「環境面でのライ
フサイクル・コステイングは、製品ライフサイクルを通じた環境影響評価手法である LCAに対応し
た経済性評価手法として注目されているJ[園部 (2011)、224ページ]と紹介し、 LCAを中心とするラ
イフサイクル・マネジメントの lつの手法として活用することが望ましいと述べられている[園都
(2011)、226ペー ジ]。
伊藤 (1993)によりライフサイクル・コステイングが環境の視点から捉えなおされ、その後、経済
産業省 (2002)、同部編 (2004)、園部 (2011)のように環境管理会計手法のlっとして環境ライフサ
イクル・コステイングは扱われるようになっている。また、伊藤 (1993)の研究では「いまこの時点
でライフサイクル・コステイングの具体的なモデルを呈示することは不可能J[伊藤 (1993)、23ベ}
ジ]であると指摘されていたが、今日では、 LCAを経済的側面からサポートするものとして位置づけ
られており、 LCAを恭盤として環境ライフサイクル・コストの測定モデルも考えられている。製品が
環境に及ぼす影響そ LCAによって物量的に把握され、さらにそれを経済的側面から環境ライフサイ
クル・コステイングが補足し、環境経営意思決定に役立てることが期待されているのである。
本節では、古くから管理会計手法として扱われてきたライブサイクル・コステイングとは別の枠組
みとして、環境保全の視点からライフサイクル・コストをマネジメントする手法として環境ライフサ
イクル・コスティングを取り上げてきた。環境ライフサイクル・コステイングは、 LCAを中心とする
ライフサイクル・マネジメントの 1っとして環境経営をサポートする手法として考えられているよと
を確認した。
3.環境ライフサイクル・コストの測定モデル
本節では、環境ライフサイクル・コステイングにおける測定モデルを取り上げることにする。環境
ライフサイクル・ゴステイングは、その基盤にLCAを用いる。そのため、 LCAについても目的や概
要、製品ライフサイクルにわたるデータ収集方法を確認しておく必要がある。 LCAについて取り上
げ、そのあとに環境ライフサイクル・コスティングにおける測定モデルをみていくことにする。
LCAは、「対象とする製品を生み出す資源の採掘から素材製造、生産だけでなく、製品の使用・廃棄
8 経済産業省 (202)や園部編 (204)や側部 (201)においては環境ライフサイクル・コステイングの基盤として
LCA用いると説明している。しかし、それよりも以前に発表された伊藤(1993)では、 LCAとライフサイクル・コス
ティングの類似性を指摘しているものの、異なる起源を有する両者を単純に結びつけることはできないと指摘してい
る[伊藤 (1993)、9ペー ジ]。この点に先行研究における相違がある O
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段階まで、ライフサイクル全体(ゆりかごから墓場まで:資源採掘→輸入→素材製造→部品製造→組
立て→使用→廃棄)を考慮し、資源消費量や排出物畳を計量するとともに、その環境への影響を評価
する手法J[伊坪ほか (207)、2ページ]である o LCAは主として製品の設計時に用いられる。製品
設計時に製品による環境への影響を評価することにより、製品ライフサイクル全体における環境負荷
削減のために開発された手法である[伊坪ほか (207)、24ペー ジ]。
LCAは国際標準規格化されており、 18014040(206)とIS014044(2006)がすでに発行されてい
る。また、わが国でも多くの企業がIS014000シリーズに準拠する形でLCAを利用しており、製品開
発時などの企業内部でのLCAの利用にとどまらず、今日ではLCAの評価結果を自社の環境報告書
やホームページなどで対外的に公表している 9。
IS0 14040 (206)とIS014044(206)では、 LCAの実施手順として、「目的と調査範囲の設定」、「イ
ンベントリ分析」、「影響評価」、「解釈」の4つを定めている。これら4つの手順のうち、環境ライフ
サイクル・コステイングに関係するのはデ}タ収集に関連する「目的と調査範囲の設定」と「インベ
ントリ分析」である。したがって、以下ではこの2つについてLCAの概論をまとめた伊坪ほか(207)
の研究を参照しながら確認していく。
LCAでは、第lの手順として実施者が調査を行う現由と結果の使用方法や報告対象を決める。調
査目的に応じて計最すべき対象(具体的には、対象とする製品やサービス)を決め、その情報の収集
範囲を定めることになる[伊坪ほか (207)、12ペー ジ]。
たとえば、伊坪ほか (207)で取り上げている「冷蔵庫のケーススタディ」を例に説明すると、 LCA
の調査目的が「オゾン層破壊を回避するための企業努力による環境影響の削減を評価する」であると
すれば、その目的に従って計量すべき排出物を決め、そのデータの収集範囲であるシステム境界(製
品システムの境界)を定める。とこで製品システムとは、冷蔵庫の製造に必要な素材の製造プロセス、
部品製造プロセス、製品組"fl.プロセス、使用プロセス、牒棄プロセスといった製品の全ライフサイク
ルに含まれるプロセス全体のととである。そして調森目的からみて対象とするプロセスを選ぴ、それ
によりシステム境界が定まり、システム境界内のデータ収集に取り掛かりる。
LCAは製品の全ライフサイクルを対象とする手法として開発された。しかしながら、現実には対
象製品に関するすべてのプロセスを網羅することは困難である。そのため、 LCAの実施目的に照ら
して寄与の小さいプロセスを除外することが認められている1O[伊坪ほか (207)、12ページ]。目的に
応じて評価対象となるプロセスが異なることから、 ISOではLCA実施時には、対象プロセスである
システム境界を明確に記述することを求めている[伊坪ほか (207)、13ペー ジ]。
9 LCAは製品開発時の環境負荷削減などの企業内部日的が基本的な利用目的とされているが、 LCAを採用し、企業
の環境負荷削減なとが果たされた場合などには、その結果安自社の環境報告書やホームページなどで公表することも
行われている。ただし、外部報告において LCAの結果を用いる場合には、クリテイカルレピュー が必要となる[伊坪
ほか (207)、29-230ページ]。
10 LCAの実施目的からして調査対象から除く選定基準をカットオフ基準という。カットオフ基準の詳細については
伊坪ほか (207)を参照のこと[伊坪ほか (207)、12ページ]。
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このようなLCAは代替案の比較に用いられる。これは環境ライフサイクル・コスティングでも同
様である。代替案を比較するためには、システム境界を適切に定めることが重要になる。システム境
界が明確に定まっていないと、選択肢聞の比較可能性が阻害されるからである。環境ライフサイク
ル・コスティングがLCAを経済的な側面から補足するためには、 LCA同様に代替案聞の比較可能性
を確保しなければならない。そのためには、環境ライフサイクル・コステイングを実施するさいにも、
LCAの第l手順である「目的と調査範囲の設定」と組踊があってはならないと考えられるのである。
次に行われるのがインベントリ分析である。これは、 fLCA調査の対象である製品やサービスの一
生においてどれだけの物質が投入され、どれだけの物質が排出されているかのリストを作成するJ[伊
坪ほか (207)、39ページ]ことである。製品やサーピスのライフサイクル全体における物質の投入量
や排出量に関するデータのことをインペントリデータという。インベントリデータの種類には、部品
の製造から製品の組立、使用、廃棄に関するデータのように、製品に直接的に関与するデータ(フォ
アグラウンドデータ)と、製品製造に必要な素材・電力・燃料などのデータのように、製品と間接的
に関わるデータ(パックグラウンドデータ)がある。環境ライフサイクJレ・コステイングに重要にな
るのは前者のデータである。
環境ライフサイクル・コステイングでは、 LCAのインベントリ分析で得られた物量データに個々の
企業のコストや市場価格を乗じることでコストを算出する [Hunkeleret al. (208)、p.39J。環境ラ
イフサイクル・コストを測定する手順は次のようである[Hunkeleret al. (208)、pp.44-46J。
まず製品の製造に必要な各プロセスやサブシステム(たとえば、製造プロセス、部品製造プロセス、
製品組立プロセス、使用プロセス、廃棄プロセスなど)を明確にし、そのあとにそれぞれの製品フロー
にコストや価格を割り当て、プロセスやサブシステムごとのコストを算出する。算出されたコスト以
外に追加的なプロセス運営コストなどがあれば、さらにそれを計算する。そして、それらのコストを
プロセス産出量に乗じることでプロセスやサブシステムごとのコストを算出する。そうして算出され
たコストの総計が環境ライフサイクル・コストとして把握される。このように、環境ライフサイクル・
コステイングではプロセスやサブシステムごとにコストを算出し、合算していく。これを算式で示す
と次のようになる [Hunkeleret al. (208)、p.47J。
LCC=z;22222f222;;(μt×222;:fzj;;iamountq×cos向)
i=プロセス固有の変数
p=コストカテゴリ}固有の変数
q=プロセスフロー固有の変数
μ=製品システムに関連したプロセススケーjレ係数
n=ライフサイクル段階固有の変数
この式において、 lifecycle phaseとは、測定対象の製品の素材の製溝、生産、そして使用や廃棄と
? ???
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いったライフサイクルにわたって考えられる各段階のことを示している。そして、それらの各段階に
おいてより細かなプロセスが存在し、それらプロセスのなかでコストが発生している。したがって、
環境ライフサイクル・コストを算出するためには、プロセスごとのコストを合算していくことが必要
になる。各プロセスのコストは、物量に基準単位当たりのコスト(単価)を乗じることで計算できる。
たとえば、エネルギ}消費量 (kW/h)に1kW/hの価格を掛けることでコストが算出されるというこ
とである。また、プロセススケール係数とは、対象製品に必要な異なるプロセス数を示している。た
とえば、 3つの洗濯機の環境ライフサイクル・コストを計算するときは、それぞれの洗濯機で異なるプ
ロセス数のことである。各プロセスコストは、ライフサイクルのすべての段階(たとえば製造前、製
造、使用、廃棄)を通じて合算される。
本節では、 LCAを基盤として用いる環境ライフサイクル・コストの測定モデルを明らかにした。環
境ライフサイクル・コステイングが、環境管理会計手法として企業における情報提供基盤の役割を果
たすためには、国際標準化されている LCAに準拠して収集されたライフサイクルにわたるデータを
必要とする。そのため、環境ライフサイクル・コステイングは、 LCAの実施目的やシステム境界と同
じ目的や調査範囲の設定でなければならないことを確認した。
4.環境ライフサイクル・コスティングの適用における問題
環境ライフサイクル・コステイングはその基盤に LCAのデータを用いる。国際標準化されている
LCAは多くの企業で用いられており、当初の目的であった企業内部での利用に限らず、企業外部への
情報提供といった側面からも利用されるようになっている。それにたいして、環境ライフサイクル・
コステイングはLCAのように企業で活用されているとはいえない。そこには実務では用いにくい何
らかの問題が隠れている可能性がある。そこで本節では、環境ライフサイクル・コステイングの適用
における問題点を整理し、その解決法を考察していくことにする。
環境ライフサイクル・コステイングは、環境経営を行おうとしている企業の環境経営意思決定に役
立つ情報を提供することを目的としている。具体的には、製品の開発設計段階において決まってしま
うコストや環境への影響を考慮するための手法として考えられている [Hunkeleret al. (2008)、p.12J。
しかし、環境ライフサイクル・コステイングを、環境に配慮した製品開発を支援する手法として整理
したとしても、そこで計算するライフサイクル・コストの負担者に関する問題は解決できない
[Hunkeler et al. (2008)、p.lOJ。製品のライフサイクルにおけるある関係者にとってのコストは、他
の関係者にとっては収益となるからである。製品の使用者にとっての取得コストは、製造者の売上と
なる。 Hunkeleret al. (2008)が指摘するように、ライフサイクル全体としてのコストは単純に合計す
ることができないのである [Hunkeleret al. (2008)、p.lOJ。コスト負担者に関する問題は、環境ライ
フサイクル・コステイングが実務で用いられにくい lつ目の問題であると考えられる。また、環境ラ
イフサイクル・コステイングでは、製品の製遺段階だけではなく、使用段階や廃棄段階のコストも含
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めてコスト計算を行う必要がある。使用段階や廃棄段階を含む環境ライフサイクル・コストは、使用
状況や廃棄方法の違いによって、環境ライフサイクル・コストの金額は変化しうる。つまり、環境ラ
イフサイクル・コストを正確に算出することは困難なのである。このようなコストの正確性の問題は
実務での適用を阻害している2つ目の要因として考えることができる。そこで、次にこれらの問題の
解決法について検討していくことにする。
lつ自の問題にたいしてHunkeleret al. (2008)では、どの関係者の視点からみたライフサイクル・
コストに算定目的をおくかによって解決するしかないと述べている CHunkeleret al. (2008)、p.l0J。
製造者の視点なのか、製造者とサプライチェーンの視点なのか、あるいは利用者や消費者の視点なの
かなどである。
この解決法は非常に有用であると考えられる。環境ライフサイクル・コステイングはLCAのさま
ざまな概念や手法を援用することで実施される。 LCAでは、製品の製造者の視点が採用され、製品の
企画・開発段階で製品に関連した環境負荷の削減が目指される。また、実施者が定めた目的に合うよ
うにLCAの調査範囲(システム境界)を設定し、調査目的に応じて収集する資源や廃棄物の対象も変
更される。企業内部での利用を想定している LCAは適用の自由度がかなり高いのである。 LCAで
収集するデ}タを用いる環境ライフサイクル・コステイングも LCAに合わせて実施者に視点を定め、
実施者の目的に応じてシステム境界を定め、対象とするライフサイクル段階を選択し、集計するコス
ト範囲を設定する必要があろう。もちろん、 LCAのように実施者が自由に調査目的や調査範囲を特
定できるということは、外部への情報提供という観点からは問題が残される。算出された環境ライフ
サイクル・コストに関する情報は製品設計時などの内部利用に限られるであろう。しかしながら、環
境ライフサイクル・コステイングを環境管理会計手法として捉えるならば、内部利用を想定して手法
の適用方法を考えていくことに問題があるとは思われない。
また、 LCAを基盤として環境ライフサイクル・コスティングを行うことは、 2つ目のコストの正確
性に関する問題も解決することができる。 LCAで収集するデータを用いる環境ライフサイクル・コ
スティングでは、 LCAが環境に影響を及ぼす物量情報を測定するさいに設定したシステム境界を用
いる。その仮定を環境ライフサイクル・コステイングの測定においても適用することでコストの正確
性に関する問題も解決できると考えられるからである。環境ライフサイクル・コステイングで計算さ
れるコストは、それぞれの製品が実際にたどるライフサイクルにおける正確なコストである必要はな
く、環境経営意思決定に役立つコスト情報であることが望まれるからである。
環境ライフサイクル・コステイングは、 LCAでとらえる製品の環境負荷物質の物量情報と経済的側
面のコスト情報の双方を結合させる手法である。環境負荷を削減する技術開発を促進しながら、コス
トも同時に考慮するため、環境経営意思決定に役立てることができる。 Hunkeleret al. (2幻08)でも、
環境ライフサイクル・コステイングは環境の側面と経済や経営の側面において win-win関係を発見
し、両者のトレード・オフ関係を最大限に利用するものであると述べている [Hunkeleret al. (2008)、
p.打。企業による環境経営意思決定といった内部利用を考えるならば、環境ライフサイクル・コス
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テイングの対象とする範囲や収集されるコスト情報が全ライフサイクルを網羅しなければならないと
定める必要は必ずしもないであろう。
また、誰が負担するコストであるかを厳密に区別することが企業の環境経営意思決定に必ずしも有
用であるとは思われない。たとえば、製造者の視点から環境ライフサイクル・コストを計算し、使用
者側のコストを低減させるという製品開発を考えてみる。製造コストの引き下げのように、使用者側
のコストを低減させることは企業の利益を直接的に押し上げるわけではない。また、使用者側のコス
トを低減させるために製造原価が上昇することもありうる。しかしながら、使用者側のコストそ低減
することが製品の購入価格も含めた環境ライフサイクル・コストの低減に結びっくのであれば、使用
者は多少製品価格の高いものでも購入する可能性を否定できない。この点をふまえて企業は販売価格
を上げることも可能である。つまり、使用者側の使用コストを低減したために製造原価が増え、結果
として販売価格を上昇させたとしても、環境ライフサイクル・コストの観点から経済的であれば、企
業の販売戦略の立案などにおける環境経営意思決定に役立つと考えられるのである。
実際に電球を製造している企業ではこのような環境経営意思決定がなされているように思われる。
シャープは LCAを用いて白熱電球と LED電球の使用時における Co2の排出量削減効果をサステナ
ピリテイレポ}トなどで公表している11。他方で、ホームページでは白熱電球と LED電球の環境ラ
イフサイクル・コストの違いを掲載し、販売価格の高い LED電球が環境ライフサイクル・コストでは
白熱電球よりもいかに経済的であるかをアピーJレしている。
電球においては、使用時における Co2の排出量は消費電力量に比例しており、消費電力量は消費電
力料、すなわち電球の使用コストに比例する。電球という製品を使用することによって生じる環境負
荷(この場合は Co2の排出量)の削減は、使用電力量を削減することで達成される。また、使用電力
量の削減は消費電力料の低減という効果をもたらし、結果として環境ライフサイクル・コストの低さ
につながる。白熱電球と LED電球の製造原価の違いは不明であるが、同じ明るさであっても、白熱
電球に比べると LED電球の販売価格は10倍程度高いといわれている。 LED電球は購入価格が多少高
くても、使用コストが低いことにより LED電球の環境ライフサイクル・コストは白熱電球よりも経
済的なとなる。この点を販売戦略において積極的に活用しているように思われる。 LCAと環境ライ
フサイクル・コステイングを同時に活用することで、製品の環境負荷削減という環境目標と収益性の
同時達成を呆たしていると考えられる。
環境ライフサイクル・コスティングにおいては、製品の製造段階だけではなく、使用段階や廃棄段
階のコストも測定対象に含めるため、どのように使用されるか、またいかに廃棄されるかによって環
境ライフサイクル・コストの測定結果は異なる。先の電球の例も、使用方法や廃棄方法に一定の仮定
をおいて計算することになるため、その製品が実際にたどる製品ライフサイクルにわたる正確なコス
1 電球を製造・販売しているシャープではサステナピリテイレポートにおいてLCAを用いたCo2の排出量の削減効
果が公表されている[シヤ』プ (2012)、36ペー ジ]。
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トを算出できるわけではない。しかし環境管理会計手法としてのライフサイクル・コステイングは、
環境ライフサイクル・コストの測定値の正確性ではなく、 LCAを基盤として算出された計算結果を環
境経営意思決定に役立てることをもっとも重視するべきである。
本節では、環境ライフサイクJレ・コスティングの適用における問題点として、コスト負担者の問題
とコストの正確性という 2点を取り上げた。環境経営においては、最終的な環境ライフサイクル・コ
ストの負担者が誰であるかということを明確にしなければ環境経営意思決定できないわけではない。
また、コストの正確性についても同様である。実務での活用が活発な LCAのように、環境経営意思
決定に役立てることを重視して環境ライフサイクル・コステイングの適用を検討していくべきである
ことを主張した。
5.むすび
本研究では、環境ライフサイク jレ・コステイングの測定手法を確認したうえで、実務において適用
を阻害する要因について整理し、その解決法を明らかにしてきた。本節では、これまでの内容を要約
し、本稿の意義と今後の課題を確認する。
まず第2節では、古くから管理会計手法として扱われてきたライフサイクル・コステイングとは別
の枠組みとして、環境保全の視点からライフサイクル・コストをマネジメントする手法として環境ラ
イフサイクル・コステイングを取り上げた。環境ライフサイクル・コステイングはLCAを経済的側
面から補足する手法であり、環境経営意思決定に役立つ情報を提供するための手法であることを明ら
かにした。
環境ライフサイクル・コスティングが、環境管理会計手法として企業における情報提供基盤の役割
を呆たすためには、国際標準化されている LCAを基盤として用いる必要がある。第3節では、 LCA
を基盤として用いる環境ライフサイクル・コストの測定モデルを明らかにした。
そして、第4節は、環境ライフサイクル・コストの負担者に関する問題とコストの正確性に関する
問題の2つが環境ライフサイク jレ・コステイングの適用を阻害している可能性を指摘した。しかし、
これらの問題はLCAを基盤として環境ライフサイクル・コステイングを適用することで解決できる
ことを指摘し、環境経営意思決定に役立てることを重視して環境ライフサイクル・コステイングを適
用していくべきであることを主張した。
本研究では、環境管理会計手法としてのライフサイクル・コステイングは、環境経営意思決定の観
点から適用されるべきであることを主張してきたが、取り組まなくてはならない課題が残されている。
第4節で企業外部から入手できる情報に基づいて電球の例を挙げたが、複数の電球製造企業を対象と
して、インタピユ}調査なと尋の事例研究を行っていくことが環境ライフサイクル・コスティング研究
においては重要であると考えられる。このような研究に取り組むことは今後の課題である。
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